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研究成果の概要（和文）：本研究では、山間・農村地域の災害対応力向上に資する情報伝達のあり方と技術戦略を多角
的に検討した。特に携帯電話の利用に着目し，SMSの一斉メール送信を使った災害情報伝達に関する社会実験を実施し
た．その結果，屋外スピーカーによる情報伝達が及ばない範囲においてもSMSによる情報伝達が確認できた．また、東
南アジアと我が国の地方行政の水害対応を比較として，行政から住民までの情報伝達過程を，組織間の役割分担と情報
マネージメントの視点から整理した．さらに、我が国の自治体での災害・避難情報伝達に関する実態調査を行い、東日
本大震災後に緊急速報メールをはじめとする新たな伝達手段が広く普及したことを明らにした。

研究成果の概要（英文）：This research conducted a demonstration experiment and questionnaire surveys in 
rural, mountainous areas in Thailand, Myanmar and Bangladesh to examine the dissemination of disaster 
information from governments to local residents. It was demonstrated that Short Message Service (SMS) has 
the potential to be an effective method of information sharing in areas where loud speakers are used as 
the main media for warning local residents. Results were compared to studies on the process of disaster 
information dissemination in Japan, such as the cases for the 2011 typhoon in Wakayama Prefecture and the 
2013 heavy rains in Aichi Prefecture. In addition, a questionnaire survey of 111 municipalities in Japan 
on the changes in disaster information systems after the 2011 Tohoku Earthquake was also carried out. 
Finally, a technological strategy for disaster information dissemination for rural, local communities in 
mountainous areas was proposed.

研究分野： 防災情報、災害対応、流域環境管理

キーワード： 防災情報　水害　タイ　ミャンマー　携帯電話
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 急速な経済成長を遂げるアジア地域では、
都市の人口集中や乱開発のみならず、山間地
域においても政府の経済推進策等による大
規模土地開発により、山肌が全面的に削られ、
一面が商業ゴム園などの農地へ改変されて
いる。遠隔や辺境の急峻山岳地帯を含めて、
これまで人が住むことのなかった危険地帯
への居住人口の増大により、アジア地域の水
災害リスクは顕著に高くなっている。頻発す
るスコールやゲリラ豪雨による地滑りや外
水氾濫などへの災害脆弱性が急速に増大す
る中、来るべき災害時には多数の人的被害の
発生が予想される。概して、これらの地域に
は貧しい農民や移民が暮らしているが、各国
政府・自治体の限られた資源の中で十分な防
災対策は行われておらず、今後、社会基盤整
備による災害抑止はほとんど期待できない。
アジア地域において、自然災害と貧困の悪化
は密接な関係にあり、それらが災害脆弱性を
高めるという負の連鎖を断ち切ることが喫
緊の課題である。 
 一方、開発途上国においても携帯電話やイ
ンターネットなどの情報通信技術の普及は
急速に拡大している。東南アジアの山間地域
の農村や漁村では、TV やラジオは持たない
が携帯電話は所有する世帯が増えている。 
 
２．研究の目的 
 アジアの農村・山間地域のコミュニティ支
援のための災害情報伝達システムのあるべ
き将来像の検討を目的とした。具体的には、
現地調査にもとづき現状の問題を把握し、住
民ニーズやリテラシーを考慮した効果的な
災害情報伝達手段と表現方法を検討した。ま
た、通信インフラ事業者や行政を対象とした
通信技術の将来動向に関するヒアリング調
査により、これらの災害情報伝達手段の達成
可能性について分析した。 
 本調査では、日本で先行的に蓄積される防
災の知見や教訓、情報通信分野での先端的技
術や事例を活かし、各国政府・自治体の支援
が期待できない地域コミュニティレベルで
の災害対応力向上を目指した災害情報伝達
システムを設計するために必要な技術戦略
を検討した。本調査ではタイ、ミャンマー（図
1）、バングラデシュ（図 2）で現地調査を行
ったが、本報告書ではタイと我が国で実施し
た以下の 3 つの研究成果を紹介する。 
 
（1）携帯電話のメール機能であるショー
ト・メッセージ・サービス(SMS)を利用した
災害情報伝達の有効性を、現地のニーズや社
会経済的要素を考慮した上で分析した。 
 
（2）地方行政に着目して我が国の災害経験
および防災に関する技術と学術的知見を現
地の事情に応じて適用する手法を検討し、我
が国の災害情報伝達システムのタイの農
村・山間地域への適用を分析した。 

（3）アジアにおける望ましい災害情報伝達
方法を検討するにあたり、我が国の事例とし
て、国内の自治体による災害・避難情報の伝
達体制の調査を行い、現状と課題を把握した。
また、実際の災害時における住民間での情報
の受信状況を調査し、住民側での課題も把握
した。これらの分析より、海外における
PUSH 型・PULL 型情報手段の効果的活用に
関する示唆を得た。 
 
３．研究の方法 
（1）研究対象地は、600-1,500 メートルの山
岳に囲まれ、多くの農村が山間に散在するタ
イ王国ルーイ県プールワン郡とし、下記の調
査を実施した。①既存の災害情報伝達体制お
よびその課題を明らかにするための地方行
政機関・自治体・住民へのヒアリング調査、
②住民の災害リスクに対する認識、災害情報
に対するリテラシーや、希望する伝達手段を
把握するためのアンケート調査、③SMS によ
る災害情報伝達の技術的可能性を明らかに
するための各キャリアへのヒアリング調査、
④SMS を利用した災害情報伝達の実装可能性
を検討するための実証実験。 
 
（2）現地の地方行政と我が国における水害
で対応した地方自治体を対象として、水害時
の降雨や河川水位の観測データから住民の
避難までの情報マネージメントを、関連組織
間の関係性と業務と情報の流れの視点から
整理した。そしてタイと我が国の調査対象地
域の特性を比較して、タイの調査対象地域の
情報伝達過程の現状を踏まえた災害情報伝
達システムに必要な要件を抽出した。 
 本研究では、2011 年台風 12 号豪雨水害に
おける和歌山県古座川町の対応と、タイ王国
ルーイ県プールワン郡における対策状況を
調査対象とした。タイでは郡が住民の避難に 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 ミャンマーでのアンケート調査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 バングラデシュでのワークショップ 



関する権限を持つことから、我が国の事例と
比較する際は郡と町が同一レベルと言える。  
 
（3）我が国の事例研究として、首都圏の各
市町村の災害・避難情報の伝達体制の調査を
行った。調査対象地域は東京都、防災先進自
治体である静岡県、両都県に隣接する神奈川
県内の 130 の市区町村とし、アンケート調
査票を送付した送付した後に、111 の自治
体からの回答を得た（回収率は 85.4%）。 
また、実際の災害事例としては、2013

年 9 月 4 日午後 5 時 10 分に、豪雨に伴い
名古屋市全域に避難準備情報（内水氾濫）
が発表された事例に着目し、情報の発表前
後に市内の建物内に居た 20～60 歳代の住
民を対象としたインターネットアンケート
調査を行い、425 の回答を得た。 
 
４．研究成果 
（1）山間・農村地域での SMS の利用に関す
る調査結果を下記に示す。 
①山間・農村地域の既存情報伝達の課題 
課題１：災害情報は、中央政府や県から下

位の行政機関に伝達されるが、伝達に時間を
要すること、および情報の空間精度が粗いた
め、実質的な災害対応は郡（県の一つ下の行
政単位）により行われる。一方、群から下位
の行政機関への情報伝達は、携帯電話による
音声通話や、移動体無線機であるウォーキ
ー・トーキー、および人づてにより行われる
が、相手の通話中や不在等の理由により伝達
が停滞する場合があるなど、効率性に欠ける。 
課題２：住民への災害情報伝達は屋外スピ

ーカー（停電で使用できない場合は手動サイ
レン）の「音声（音）」で行われるが、情報
の聞き逃しや、豪雨時に発生する騒音により、
住民が情報を正確に入手できない、あるいは
情報自体を得られない可能性がある。 
②住民の情報リテラシーや希望する情報 
研究対象地の 3つの村で合計 300件のアン

ケート調査を実施した。現地の住民は洪水を
年中行事として捉え、災害として認識してい
ないという印象が一般的に持たれているが、
調査の結果、洪水被害リスクに対する不安度
は日本と同程度であることが分かった。住民
は既存の情報伝達手段である屋外スピーカ
ーからの情報を希望し、村長からの情報を最
も信頼するなど、日常的に接するものや人に
対して大きな信頼を置くことが明らかにな
った。屋外スピーカーによる情報伝達は住民
に希望される一方、豪雨時の伝達に特に問題
があることから、SMS による情報伝達も考慮
することが望まれる。SMS に対するリテラシ
ーは携帯電話を所持する住民で高く、今後の
携帯電話所持率の増加に伴い情報リテラシ
ーの向上も期待される。一方、携帯電話を所
持していても、自宅および農地で電波を受信
できない住民がそれぞれ 62%、40%であった。 
③SMS の技術的な利用可能性 
SMS の一斉送信・同報配信サービスの利用

は、タイにおいても技術的には十分可能であ
る。研究対象地のように、携帯電話のサービ
スエリアが限られる山間・農村地域は、ユニ
バーサル・サービス義務（USO）事業の対象
地であるため、今後は大手キャリア 3社によ
るサービスの拡大が期待できる。 
④SMS による災害情報伝達の有効性 
SMS を住民に実際に送信し、その伝達効果

を屋外スピーカーと比較する実証実験を行
った。その結果、伝達可能な人数は屋外スピ
ーカーが有効的であったが、SMS を活用す
ることで、地理や降雨の影響により屋外ス
ピーカーからの情報入手が困難な範囲の住
民に対しても、情報伝達が可能になること
が実証された（図 3）。また、住民のリテラ
シーは高く、SMS メッセージの内容に応じ
た避難行動がとれる可能性が高いことが明
らかになった。さらに、SMS による情報を
受信した住民は、実際の災害時にも SMS
メッセージの配信を希望するなど、SMS メ
ッセージを利用した災害情報伝達の実用性
を確認することができた。 

 
図 3 SMS および屋外スピーカーの 

情報伝達効果の比較 
 
（2）タイと我が国の地方行政の比較に関し
て、2011 年台風 12 号豪雨水害での和歌山県
古座川町の対応事例を踏まえて、ルーイ県プ
ールワン郡の水害時の避難に関する情報マ
ネージメントを評価して課題を抽出すると
ともに下記に改善案を示した。 
①中央政府の観測情報/予警報の共有 
 郡と住民が避難の判断を早期かつ適確に
行うためには、根拠となる観測情報が必要と
なる。古座川町でも地方気象台や県が観測す
る降雨/水位に関する情報を把握していた。
しかし調査を実施した時期では、レンジャー、
Mr. Warning、住民による現場での目により
得られる情報が多く、中央政府がセンサーに
よって把握する情報は他組織に伝達されな
い。現場で目視することは洪水発生時には巻
き込まれて被害を受ける可能性があること
から、可能な限り無人のセンサーで観測する
ことが望まれる。予警報に関しても同様に気
象および河川に関する知識が乏しい郡の担
当者だけで状況を予測することは簡単では
ない。中央政府の専門知識を持った人材によ



り状況を予測して予警報の発令を決断して
郡および住民に伝達することが望まれる。 
この課題の解決策の一つとして中央政府

が持つ観測情報と発令した予警報を郡と住
民がインターネット等でリアルタイムに共
有できる環境を整備することが挙げられる。
現地の携帯電話の普及率の上昇と、スマート
フォンが徐々に普及してきていることから、
村の住民の誰かはインターネットにアクセ
ス可能になると考えられる。解決策を踏まえ
たプールワン郡の観測情報、予警報と避難情
報に関する情報連関表を図４に示す。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 4 水害に関する観測情報の情報連関表 
（改善案）（プールワン郡） 

 
②郡による住民の避難促進 
 2011 年台風 12 号豪雨水害において古座川
町では、災害発生が想定される際には空振り
を恐れず日が昇っている時間帯に避難する
と町と住民で合意がとれていたため、早期に
町の主導による避難ができた。町は集落に職
員を早期に派遣していたため、道路が途絶し
た後でも対応できた。浸水被害のピーク時に
は水位観測所に欠測が生じたほか、固定電話、
携帯電話、ケーブルテレビに障害が生じた。
以上を踏まえて、避難情報の発令を判断する
権限を持つプールワン郡が早期に住民の避
難を促進する環境整備が必要となる。 
解決策は２点考えられる。一つ目は被害が

生じる前に早期に住民が避難するか残留す
るかを決断できるよう働きかけを行うこと
である。平時より郡は村と避難判断基準につ
いて合意をとる、住民が避難について支障を
感じている事項を取り除く必要がある。二つ
目は、郡から避難情報を住民に伝達できる手
段の多重化である。現在では無線と携帯電話
で村長に伝えてから、住民に様々な手段（無
線、携帯電話、地域ラジオ、サイレン、屋外
スピーカー）で伝えるが、いずれも音声によ
るものであることから大雨時には聞き取れ
ない可能性も考えられる。例えば携帯電話の
エリアメールやSMSのような文字データで住
民に情報を直接送信する環境を整備するこ
とで、住民に記録として避難情報を残すこと

ができる。ルーイ県によるこの情報の送信も
考えられるが、古座川町の事例より避難情報
の判断組織から直接住民に配信しないこと
は、１段階手間をかけることになる。そのた
めプールワン郡が適していると言える。 
 
（3）我が国の自治体による災害・避難情報
の伝達体制に関する調査から、PUSH 型の伝達
手段としては、ほぼ全ての自治体が「防災行
政無線の屋外スピーカーを利用しており、
78.4%の自治体が携帯電話向けの緊急速報メ
ールを、32.4%が音声告知端末を利用してい
ることが分かった（図 5）。PULL 型の伝達手
段としては、85.6%の自治体がホームページ
を利用している他、83.8%が自治体運営の住
民登録型のメールサービスを、55.0%が SNS
アカウントを利用していた。内陸と沿岸の自
治体での比較を行ったところ、沿岸の自治体
では津波や高潮のリスクがあるにも関わら
ず、内陸に比べて情報伝達手段の整備が遅れ
ていた。また、97.3%の自治体が全国瞬時警
報システム(J-ALERT)を運用していたが、
J-ALERT によって自動起動を行うことのでき
る媒体は行政無線以外ではあまり見られず、
J-ALERT の迅速性を活用した更なる情報伝達
手段の多層化が課題であることが分かった。 
 緊急速報メールは東日本大震災後にめざ
ましく普及し、約 8割の自治体で導入されて
いたが、「非対応の機種があり全住民に届か
ない」「高齢者の携帯電話所有率が低い」な
どの受信者側の問題が認識されていた。また、
市町村（政令市は区単位）ごとの配信である
ために「配信エリアを細かく指定できない」
点、「複数の携帯キャリア専用の画面で別々
に入力しなければならない」点も課題に挙げ
られた。海外にて携帯電話へのメール配信シ
ステムを構築する際には、これらの課題を考
慮した仕組み作りが必要と考えられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 市区町村の災害・避難情報伝達手段 
 
 名古屋市での豪雨の事例に関する住民ア
ンケート調査からは、避難準備情報を発表
直後に見聞きした割合（発表直後のリーチ
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率）は約半分に上ることがわかった。情報
の受信手段別のリーチ率を見ると、携帯電
話への緊急速報メールの割合が最も多く、
情報伝達力が高いことが確認された（図 6）。
特に、防災行政無線の屋外拡声器は、時間
雨量 89mm/h 近くという豪雨かつ室内と
いう環境のため非常に低くなり、著しい豪
雨時には緊急速報メールの効果が高いこと
が示唆された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 避難準備情報を見聞きした伝達手段 
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